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2009年
　ＩＭＦ（国際通貨基金）と世界銀
行（国際復興開発銀行） 、そして世界貿易機関（ＷＴＯ）の前身にあたるＧＡＴＴ（関税・貿易に関する一般協定）は、いずれも一九四四年七月に開催されたブレトンウッズ会議で設立が決 された。
　これらは、第二次世界大戦後の世
界の経済システムを支える重要な国際機関として位置づけら る。ＧＡＴＴ（ＷＴＯ）は、戦後の世界における「自由貿易」の促進と擁護を支え、世界銀行は諸国の経済復興と、
開発途上国の経済発展を通じた格差是正を支援するといった役割を担った。そして、ＩＭＦは公正で効率的な国際貿易決済のシステムを擁護・育成し、国際収支や為替レートといった国際金融面の問題に対処する役割を期待された。
　このような役割分担は大枠では変
わらないものの、本書の主題であるＩＭＦも、ある時にはうまく、また、あるときには批判 浴びるような形で、その役割・機能の細か 変遷を経て今日に至っている。最初の大きな転機は一九七一年のニクソンショックによりブレトンウッズ体制（金・ドル本位制による為替制度）が崩壊した時点であろう。第二の転機は八〇年代のラテンアメリカ おける累積債務危機の発生で三の転 九 ソ連崩壊後旧共産圏の市場経済化である。そして、九〇年代後半のアジア通貨危機を代表とする大規模な資本収支危の発生は 第四 となった。
　本書の第Ⅰ部では、これまでのＩ
ＭＦの変遷を振り返り、その役割・機能を再確認すると共に 近年のＩＭＦ改革の動向を分析し、そ 今を展望する。
　「貿易」の分野ではＷＴＯと並行
して、二カ国ベース、または、地域レベルでの自由貿易協定（ＦＴＡ）の締結が盛んに行われている。また「開発」の分野では世界銀行とは別に、アジア、アフリカ、欧州、米州のそれぞれの地域レベルの開発銀行
が存在している。これに対して、 「金融」の分野では、長らくＩＭＦが唯一の国際機関として君臨してきた。しかしながら、アジア通貨危機に際してのアジア通貨基金（ＡＭＦ）構想（とその失敗）に端を発し 東アジアにおいては地域金融協力の機運が盛り上がりつつある。これにより地域版ＩＭＦが生まれる可能性も出てきている。
　それに伴い、地域金融協力とＩＭ
Ｆとのあるべき関係について 考察も必要となっている。本書の第Ⅱ部では、おもに東アジア地域を念頭に置いて地域金融協力とＩＭＦについての展望と考察が示される。
　変わるものがあれば変わらぬもの
もある。ＩＭＦ 融資を行うにあたって、外貨準備量の回復や国内価格の安定などのマクロ経済の安定化を目指すための具体的な政策の実施を求める。その際に、どのような政策が必要であるかを算定する基準として、昔も今も一貫して用いられいるのが「フィナンシャル・プログラミング」と呼ばれ 枠組みである。
　本書の第Ⅲ部では、 「フィナンシャ
ル・プログラミング」 含むＩＭＦの経済学につ て 分析が示され 。
　なお、本書出版後の二〇〇八年末
以降、世界的な景気後退に伴ってＩＭＦの機能強化と改革が、再び国際的に注目されるようになった。そして、いくつかの重要な変化も既に起こっている。最も大きな変化は、ＦＣＬ（弾力的信用枠）と呼ばれる新
型融資制度が創設されたことだ（二〇〇九年三月） 。これは、マクロ経済の健全性など一定の条件を満たした国が、万一、危機に陥っ 際にＩＭＦから融資を受ける権利を得ておくという制度だ。融資が実施る際には、他の融資制度とは異なりコンディショナリティ（融資条件）は一切ないという点が大きな特徴である。また、従来からの融資制度についても、ＩＭＦへの出資額に基づいて決められる融資額の上限が二倍に引き上げられた（二〇〇九年三月） 。この他に 加盟国からＩＭＦへの出資額を三倍に増やすこ についての国際的合意ができ どの進展があった（二〇〇九年五月のＧ
20） 。
　筆者は本書序章において、 「日本
はＩＭＦに対して大きな影響力持っている」が、 「そ 影響力を行使しようとする意志に欠けている」という批判を行った。 かし、前述したように、その後のＩＭＦ改革ほとんどは、二〇〇八年一〇月以降に日本政府が提案した内容に沿って起こった。これには、日本政府がＩＭＦ増資が実現するまでの当面の措置として一〇〇〇億ドルの融資 申し出るなどの積極的な働きかけが功を奏した。筆者にとっては「嬉 い誤算」と言わざるを得ず、先の批判は喜んで撤回したい。
（くにむね 　こうぞう／アジア経済研究所開発研究センター）
